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財政構造改革については、政府・与党財政構造改

革会議「財政構造改革の推進方策」に沿って次のよ

うに決定し、着実かつ強力に推進することとする。

1．少子高齢化の進展、冷戦構造の崩壊、キャッチ

アップ経済の終焉、大競争時代の到来、生産年齢

人口の減少など、我が国の財政を取りまく環境は

大きく変容しているが、その中で財政は、現在、

主要先進国中最悪の危機的状況に陥っている。

このような状況の下、21世紀に向けてさらに効

率的で信頼できる行政を確立し，安心で豊かな福

祉社会、健全で活力ある経済の実現という明るい

展望を切り開くためには、経済構造の改革を進め

つつ、財政構造を改革し財政の再建を果たすこと

が喫緊の課題であり、もはや一刻の猶予も許され

ない。

このため、先に内閣総理大臣より提示された財

政構造改革五原則において、当面の目標として2003

年度までに財政健全化目標（財政赤字対GDP比3％、

赤字国債発行ゼロ）の達成をめざすこと、今世紀

中の3年間を「集中改革期間」と定め、その期間

中は、「一切の聖域なし」で歳出の改革と縮減を進

めることを決定した。これを強力に推進する。

特に、当面の平成10年度予算においては、政策

的経費である一般歳出を対9年度比マイナスとす

るため、財政構造改革会議で結論を得た主要経費

の具体的な量的縮減目標等について、10年度の概

算要求段階から反映させることとする。
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なお、財政赤字の縮減の進捗度合いによっては

さらなる歳出削減に努めるものとする。

2．財政構造改革を推進するに際しては、単なる財

政収支の改善に止まることなく、財政構造そのも

のについての見直しを行うことが必要である。こ

のため、官と民、国と地方の役割分担の見直し、

公平な受益と負担の実現、経済活力の創出、財政

資金の効率的配分等の理念を踏まえた大胆な改革

を実現していく。

また、国民的な理解と納得を得られる財政構造

改革とするため、一般会計、特別会計など財政に

関する情報の開示についても積極的に進めること

とする。

このような見地から、財政構造改革の推進にあ

たっては、一般会計の歳出の削減のみならず、特

別会計についても見直し、改革を行うほか、

イ　政策目的の達成度、官民の役割の見直し等の

観点からの特殊法人の改革

ロ　民業補完や償還確実性の徹底等、スリム化を

目指した財政投融資の見直し

ハ　経済社会の構造変化に対応し、納税者の信頼

に裏打ちされた公平な税負担制度の確立

ニ　地方の自主性．自立性を高める地方分権の推

進

ホ　経済社会情勢の変化に対応した各種事業の不

断の再検討など、幅広い視点に立った改革が不

可欠である。



これらの幅広い改革については、現在、検討が

進められているところであるが、集中改革期間中

の歳出の改革と縮減を何としても成し遂げ、さら

に大きな改革の一環として強力に推進していくこ

とが必要である。

3．このような考え方に基づき、下記のとおり具体

的な改革と歳出削減の方針と方策を決定する。こ

れに沿って、必要な制度改革を果敢に断行するな

ど、健全な財政構造の構築に向け、最大限の努力

を傾注する。

記

1．　社会保障

社会保障関係費は、高齢化等に伴う当然増が見込

まれる経費であるが、集中改革期間中は、当然増に

相当する額を大幅に削減することとする。具体的に

は貸金、物価の上昇に伴う単価の増等による影響分

について制度改革等により吸収し、効率化を図るこ

ととし、対前年度伸率を高齢者数の増によるやむを

得ない影響分（全体の2％程度）以下に抑制する。

特に、10年度予算については、一般歳出を対9年

度比マイナスとすることとしていることを踏まえ、

約8，000億円超の当然増について5，000億円を上回る

削減を行うことにより、増加額を大幅に抑制する。

上記の考え方を実現するとともに、社会保障構造

改革を進め、高齢化のピーク時においても財政構造

改革五原則における国民負担率の目標に沿って、安

定的に運営出来る社会保障制度を構築することを目

指し、今後、国民に充分な情報提供を行いつつ、次

の制度改革を順次実現する。

（1）医療については、国民医療費の伸びを国民所得

の伸びの範囲内とするとの基本方針を堅持し、今

後、医療提供体制及び医療保険制度の両面にわた

る抜本的構造改革を総合的かつ段階的に実施する。

9年度の医療保険制度改革は、抜本的構造改革

の第一歩として早急に実現する。

集中改革期間中は、特に以下の施策に取り組む

こととし、出来る限り10年度から着手する。

①薬価差の解消を図るはか、現行の薬価基準制度

を廃止のうえ市場取引に委ねる原則に立った新

たな方式の採用等薬価基準制度の抜本的見直し

を行う。

②診療報酬については、慢性疾患は定額払いとす

るなどその積極的な活用を図り、出来高払いと

定額払いとの最善の組合せを確立する。

③高齢者を巡る経済状況の向上を踏まえ、世代間

の負担の公平及び社会連帯（相互扶助）の観点

から老人保健制度の抜本的改革を行う。

④医療提供体制について、大学医学部の整理・合

理化も視野に入れつつ、引き続き、医学部定員

の削減に取り組む。あわせて、医師国家試験の

合格者数を抑制する等の措置により医療提供体

制の合理化を図る。地域差を考慮しつつ全体と

して病床数の削減を推進し、もって療養環境の

改善も図ることとする。医療機関の機能分担や

連携を進め、患者が必要な場合にふさわしい医

療機関にかかるという流れをつくる。

⑤保険者機能の強化を図るとともに、制度運営の

安定化を図る観点から、国民健康保険、政府管

掌健康保険、組合健康保険等における保険集団

の在り方を見直す。

⑥患者負担については、給付と負担の公平等の観

点から高齢者等には一定の配慮を行いつつ、定

率負担での統一を極力実現する。

在宅療養患者と入院患者の公平及び年金制度と

の連携といった観点を踏まえ、低所得者には一

定の考慮を行いつつ、患者負担の在り方を見直

す。

⑦国立病院・療養所の在り方については、廃止、

民間への移譲を含め見直しを行う。

（2）年金財政は現在の保険料率の水準のままでは将

来の給付総額の約6割しか賄えない状況にある。

このため、年金については、国民が将来にわた

って安心できる制度を構築する必要があることか

ら、早急に国民的かつ徹底的な議論を開始し、11

年度の財政再計算において、世代間の公平、高齢

者雇用の在り方といった観点を含め、給付と負担

の適正化等制度の抜本的改革を行う。その際、

①将来世代の保険料負担抑制の見地から、高所得

者に対する給付、施設入所者に対する給付の在

り方、スライド方式の変更、在職老齢年金の在

8
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り方等を各々検討するとともに、支給開始年齢、

給付水準の見直し等の課題に取り組む。

②将来世代に負担をしわ寄せしている現行の段階

的な保険料率を見直し、世代間の負担水準の公

平化を行うとともに、世代内の負担の公平化の

観点から総報酬制を導入し、この制度にふさわ

しい料率に改める。

③基礎年金国庫負担率の引上げについては、6年

改正の附帯決議等において所要財源を確保しつ

つ検討することとされているが、現下の厳しい

財政事情に鑑み、財政再建目標達成後、改めて

検討を行うこととする。

④雇用の流動化等に対応し、自助努力を促すよう

企業年金、私的年金の整備を行う。

（3）社会保険の事務に要する費用について、一層の

節減・合理化等を行うなど、その在り方について

見直す。

（4）一定の収入以上の高齢者等に対する年金、医療

給付の見直しを保険原理に反しない範囲で行う。

（5）福祉については、介護保険法案の成立を図ると

ともに、サービスの質を確保しつつ、各種規制等

の緩和、サービス内容等の情報公開及び福祉サー

ビスへの民間事業者の導入を推進する。併せて、

施設整備費、運営費補助の在り方について見直し

を行う。

（6）雇用保険制度については、他の施策との整合性

等を踏まえ、高年齢求職者給付について廃止を含

め抜本的に見直すとともに、自己責任原則の観点

から失業給付に係る国庫負担の在り方を見直す。

これらの見直しを内容とする制度改正を10年に行

う。

また、雇用保険三事業の雇用福祉事業について、

移転就職者用住宅や福祉施設の新設は行わない等

の業務の見直しを行う。

2．　公共投資

（1）公共投資基本計画については、本格的な少子高

齢化社会の到来を間近に控え、後世代に負担を残

さないような財源の確保を前提として、21世紀初

頭に社会資本が概ね整備されることを目標として

いる計画の基本的考え方は維持することとする。

他方、我が国財政の危機的状況等を踏まえ、集

中改革期間中に、公共投資の水準を、概ね景気対

策のための大幅な追加が行われていた以前の国民

経済に見合った適正な水準にまで引き下げること

を目指す必要がある。

こうした趣旨を踏まえ、公共投資基本計画の計

画期間を3年間延長することとし、これにより600

兆円ベースでみて10年間で470兆円程度へと投資規

模の実質的縮減を図るとともに、策定後の諸情勢

の変化等を踏まえ、内容の見直しを行う。

（2）公共事業関係の長期計画については、以下のと

おり見直しを行う。

①　計画策定後、計画の前提となる事業が大きく

変化した住宅については、事情の変化や財政構

造改革の趣旨を踏まえ、公的部門の関与の在り

方を見直す等今後の住宅政策を反映する方向で

見直しを図る。

②　9年度未に計画期間が終了する道路整備・急

傾斜地崩壊対策については、財政構造改革五原

則を踏まえ、公共投資基本計画の実質的な縮減

に留意しつつ、適正な改定計画を策定する。

③　上記以外の長期計画については、現行の長期

計画の整備の基本的考え方は維持しつつ、財政

構造改革の趣旨を踏まえ、計画期間を、10年間

の計画である土地改良については4年、それ以

外の長期計画についてはそれぞれ2年延長する

こととし、これにより投資規模の実質的な縮減

を図る。計画期間の延長に際しては、必要に応

じ、事業の重点化・効率化を図る等計画の内容

の見直しを行う。

（3）公共工事の建設コストの縮減については、「公共

工事コスト縮減対策に関する行動指針」（9年度以

降3年間で諸施策を実施し少なくとも10％以上の

縮減を目指す。）を踏まえ、諸施策を早急に実施す

るとともに、公共投資予算が抑制される中で、極

力事業量の確保を図る。なお、公正な競争を通じ

て公正な価格形成が図られるよう、今後とも不正

行為の防止や一般競争入札の積極的活用に努める。
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（4）当面の公共事業予算については、我が国経済の

活力維持のため経済構造改革を早急に推進する必

要性、官と民、国と地方の適切な役割分担、事業

のより効率的．効果的な実施等の諸課題に対応す

べく、以下の基本的考え方に基づくこととする。

①　住民に身近な生活関連の社会資本等について

は、今後とも着実な事業実施を図る中で、国と

地方の適切な役割分担の観点から、地方の判断

にゆだねることにより地域のニーズを踏まえた

効率的な整備が進められるよう、国の補助対象

の縮減・採択基準の引上げ等を図る。また、広

域的な事業、ナショナル・ミニマムの確保のた

めに必要不可欠な事業、ナショナル・プロジェ

クトに関連する事業等に国の助成の対象を限定

することとする。

②　集中改革期間中の公共事業予算の配分に当た

っては、経済構造改革関連の社会資本（高規格

幹線道路等、拠点空港、中枢・中核港湾、市街

地整備等）について、物流の効率化対策に資す

るものを中心として、優先的、重点的に整備す

る。

③　また、国民生活の豊かさを実感できる経済社

会の実現を目指す公共投資基本計画の考え方を

踏まえ、引き続き、相対的に立ち遅れている生

活関連の社会資本への重点化を図る。その際、

一定の生活水準の確保のための投資分野を優先

するとともに、真に整備が遅れている分野・地

域への重点化を図る。

なお、地域経済への配慮を行うとともに国土

の均衡ある発展と整備水準についての地域間の

格差の是正という観点にも留意する。

④　当面10年度予算において、物流の効率化によ

る経済構造改革を推進するため、高規格幹線道

路等、拠点空港、中枢・中核港湾、中心市街地

の整備については、事業間の連携やプロジェク

ト性に着目しつつ、特別の措置を設け、総合調

整を図る。

また、10年度予算の編成に当たっては、政府

・与党において具体的な配分についての基本方

針を定め、財政構造改革会議との連携により配

分の重点化を図る。

⑤　各事業の実施等に当たっては、以下の点に留

意することとする。

イ 地域の振興・安全な地域づくりへの配慮

ロ　民間需要を誘発する事業への配慮

ハ　情報通信の高度化・研究開発の推進に資す

る事業への配慮

ニ　環境及び福祉の充実への配慮

ホ　各種事業間の連携・整合性の確保による総

合的な整備の推進

へ　費用対効果分析の活用による効率的な整備

の推進とチェック機能の強化

卜　適切な情報の開示等による透明性の確保

また、継続事業を優先し、新規事業、特に大

規模プロジェクトの実施は抑制する。

（5）公共投資予算については、上記の考え方を踏ま

え、集中改革期間中においては、各年度その水準

の引下げを図る。

特に、10年度の公共投資予算については、一般

歳出を対9年度比マイナスとすることとしている

ことを踏まえ、対9年度比7％マイナスの額を上

回らないこととする。

（6）道路特定財源については、危機的な財政状況、

受益者負担制度の基本等を踏まえ、自動車重量税

の国分の8割相当額に係る歳出面での運用等につ

いて、公共投資予算全体が抑制される中で、引き

続き国民に適切な税負担をお願いしつつ、受益者

負担の観点にたった道路関係社会資本への活用な

ど、集中改革期間における従来の取り扱い等の見

直しについて総合的な観点から検討する。

〈略〉

12．　地方財政

（1）地方財政の赤字の縮小は、財源不足を補てんす

るための特例的な借入金に依存する財政構造の改

革であり、地方自治・地方分権の推進並びに国・

地方双方の歳出抑制につながる施策の見直しによ

る地方負担の縮減が不可欠である。

地方の財政赤字については、再建目標期間中に、

交付税特別会計借入金や財源対策債を圧縮するこ

とにより、これを縮減し、国及び地方の財政赤字

の対GDP比3％以下を達成する。

その後速やかに、交付税特別会計借入金、財源
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対策債をはじめ多額の債務残高の縮減に取り組む。

また、地方債の発行規模を抑制する。

（2）上記のように、地方財政の赤字を縮小し、地方

の財政構造改革を推進するため、地方財政計画の

策定に当たって、地方財政は3300の地方公共団体

の集合体であることや地方自治・地方分権推進の

視点に留意しつつ、国・地方双方の歳出抑制につ

ながる施策の見直し、地方単独施策の抑制等によ

り、再建目標期間を通じた地方一般歳出の伸び率

について、国と同一基調で抑制を図り、名目成長

率以下とする。

特に、10年度の地方財政計画については、国が

一般歳出を対前年度比マイナスとすることに伴っ

て地方歳出も抑制されること、またそれとあいま

って、投資的経費に係る単独事業について対前年

度比マイナスとすること等により、厳しくその歳

出の抑制を図り、地方財政計画上の地方一般歳出

を対9年度比マイナスとすることを目指す。

（3）地方財政計画上の地方単独事業費の抑制等を踏

まえ、当面の地方交付税の算定や地方債の配分に

当たって、各地方公共団体における歳出の抑制を

促すような措置を講じる。

更に、地方公共団体の自主的な財政健全化努力

を促していく観点に立って、地方分権推進委員会

における議論等を踏まえつつ、地方交付税制度・

地方債制度、更に各地方公共団体独自の自主的な

財源調達の方途について検討を進める。

（4）地方の財政健全化のためには、各地方公共団体

が自ら強い自覚をもって徹底した行財政改革を行

うことが必要であり、このような観点から、地方

自治・地方分権推進に留意しつつ、各地方公共団

体に対し、給与・定員の適正化、事務事業の見直

し、民間委託、外郭団体の整理縮小、公共工事の

コスト縮減、いわゆる「ハコ物」建設の抑制等徹

底した行財政改革への取組を要請していく。

（5）なお、地方自治．地方分権を推進するに当たっ

ては、その主体となる地方公共団体の行政体制を

並行して強化していく必要があり、このような観

点から、市町村の合併について、集中改革期間中

に実効ある方策を講じ、積極的に支援していく必

要がある。

13．　補助金

（1）補助金の整理合理化等

補助金（負担金、交付金、補給金、委託費を含

む）については、社会経済情勢の変化、官と民及

び国と地方の役割分担の在り方等の観点から、聖

域なく見直しを行う。

また、各省庁は、その所管する補助金について

透明性を確保するため、補助目的・対象等各々の

補助金の実情に応じて、交付決定の概要を公表す

る等必要な措置を講ずる。

（2）地方公共団体に対する補助金

地方公共団体に対する補助金については、制度

的補助金（仮称）とその他の補助金に分けて、削

減・合理化を図る。

①　制度的補助金については、制度改正を含め既

存の施策や事業そのものを見直すことにより、

削減・合理化を図る。

制度的補助金は、例えば次のイからニに掲げ

るような事項に該当するもので、補助根拠等を

総合的に勘案して定める。

イ　国家の統治・安全及び対外関係の処理等、

専ら国の利害に関するもの（国政選挙執行経

費、外国人登録事務委託費　等）

ロ　憲法上の国民の基本的権利を保障するため

のもの（生活保護費負担金、義務教育費国庫

負担金　等）

ハ　災害救助・復旧に係るもの（災害救助費負

担金　等）

ニ　制度改正を含め、別途、総合的な見直しが

行われるもの（公共事業関係費　等）

②　その他の補助金については、集中改革期間内

の毎年度、各省庁ごとにその1割を削減する。

③　上記①及び②の補助金の削減・合理化を行う

中で、次の措置を講ずる。

イ　人件費に係る補助金（負担金を除く）につ

いては、特定地域に対する特別なものを除き、

一般財源化等を行う。

ロ　地方公共団体の事務として同化・定着又は

定型化した事務費に係る補助金については、
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一般財源化等を行う。

ハ　会館等公共施設に対する補助金に関しては、

集中改革期間中は、原則として新たな施設の

着工を行わない。

（3）特殊法人・認可法人に対する補助金

特殊法人・認可法人に対する補助金については、

その事業の社会的意義が低下しているものを廃止

するなど個別に法人の事業を徹底して見直すこと

により、削減・合理化を図る。

公営競技関係法人の交付金の在り方について、

その透明性を高める等の見直しを行う。

（4）民間団体等に対する補助金

公益法人をはじめとする民間団体等に対する補

助金については、法律に基づくものなどは、制度

改正を含め既存の施策や事業そのものを見直すこ

とにより、削減・合理化を図る。その他の補助金

については、集中改革期閣内の毎年度、各省庁ご

とにその1割を削減する。

その際、特に公益法人が行う事業に対する補助

金については、法人の役割、事業運営の在り方等

について見直しを行うことにより真に必要なもの

に限るとともに、思い切った削減を図る。

（5）新規補助金の抑制等

①　新規の補助金は、厳に抑制する。行政需要の

変化等に即応して真にやむを得ず新規の補助金

を設ける場合には、件数及び金額の両面におい

て、スクラップ・アンド・ビルド原則を徹底す

る。

②　新規の補助金は、5年以内の終期を設定し、

終期到来時には原則として継続を認めない。

（6）少額の補助金の不採択

補助効果とコストとの比較関係から、補助金ご

とに採択基準を設定し、効率的でないものは、採

択しないものとする。

（7）統合・メニュー化、事務手続きの簡素化等

地方分権推進委員会における検討等を踏まえ、

引き続き統合・メニュー化、交付金化等を推進す

るとともに、補助金の交付決定及び補助対象資産

の転用等における事務手続きの簡素・合理化を進

める。

〈以下、略〉
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